
令和６年度　補正予算　12月補正（追加）

概　要　説　明　書

日　向　市

国登録文化財　大御神社本殿、幣殿・拝殿



　　　Ⅰ　今回の補正額

377,683 千円

764

3,622

1,925

10,294

3,649

20,254

397,937

　　　Ⅱ　１２月補正（追加）後の予算額（参考）

34,015,838 千円

415,664

28,400

6,300

2,800

6,925,813

289,925

5,542,046

43,677

952,713

48,223,176

1,832,200 千円

165,624

2,691,149

290,563

令和６年度補正予算　１２月補正（追加）の概要

一 般 会 計

公 営 住 宅 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 東 郷 診 療 所 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 ( 保 険 事 業 勘 定 )

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計

特　別　会　計　(小　計)

合　　計

一 般 会 計

公 営 住 宅 事 業 特 別 会 計

財 光 寺 南 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計

城 山 墓 園 事 業 特 別 会 計

簡 易 給 水 施 設 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 東 郷 診 療 所 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 ( 保 険 事 業 勘 定 )

日向入郷地域介護認定審査事業特別会計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計

合　計

水 道 事 業 会 計

簡 易 水 道 事 業 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計
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Ⅲ－１　一般会計補正予算（第８号）　歳入歳出補正予算総括

(歳入）

(歳出）

国県支出金 地方債 その他

01 議会費 213,766 643 214,409 643

02 総務費 4,476,079 18,475 4,494,554 18,475

03 民生費 13,484,689 326,531 13,811,220 301,000 25,531

04 衛生費 2,303,463 △ 8,548 2,294,915 △ 8,548

06 農林水産業費 1,138,355 20,540 1,158,895 20,540

07 商工費 970,118 15,045 985,163 15,045

08 土木費 3,553,993 12,922 3,566,915 12,922

09 消防費 1,264,279 △ 6,349 1,257,930 △ 6,349

10 教育費 2,663,654 △ 1,576 2,662,078 △ 1,576

 

歳出合計 33,638,155 377,683 34,015,838 301,000 76,683

Ⅲ－２　公営住宅事業特別会計補正予算（第２号）　歳入歳出補正予算総括

(歳入）

(歳出）

国県支出金 地方債 その他

01 土木費                                                      331,482 764 332,246 764

 

歳出合計 414,900 764 415,664 764

（単位:千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

15 国庫支出金 6,524,968 301,000 6,825,968

19 繰入金 2,623,668 76,683 2,700,351

歳入合計 33,638,155 377,683 34,015,838

（単位:千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

（単位:千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

06 繰越金 1 764 765

歳入合計 414,900 764 415,664

（単位:千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

款 補正前の額 補 正 額 計
一般財源

款 補正前の額 補 正 額 計
一般財源
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Ⅲ－３　国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）　歳入歳出補正予算総括

(歳入）

(歳出）

国県支出金 地方債 その他

01 総務費                                                      143,176 2,576 145,752 2,576

06 保健事業費                                                  82,660 1,046 83,706 975 71

 

歳出合計 6,922,191 3,622 6,925,813 975 2,647

Ⅲ－４　国民健康保険東郷診療所特別会計補正予算（第１号）　歳入歳出補正予算総括

(歳入）

(歳出）

国県支出金 地方債 その他

01 総務費                                                      191,823 1,445 193,268 1,445

02 医業費                                                      42,703 480 43,183 480

 

歳出合計 288,000 1,925 289,925 1,925

（単位:千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

06 県支出金 5,191,676 975 5,192,651

10 繰入金 604,896 2,647 607,543

歳入合計 6,922,191 3,622 6,925,813

（単位:千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

（単位:千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

08 繰入金 168,733 1,925 170,658

歳入合計 288,000 1,925 289,925

（単位:千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

款 補正前の額 補 正 額 計
一般財源

款 補正前の額 補 正 額 計
一般財源
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Ⅲ－５　介護保険事業特別会計（保険事業勘定）補正予算（第４号）　歳入歳出補正予算総括

(歳入）

(歳出）

国県支出金 地方債 その他

01 総務費                                                      155,084 10,294 165,378 10,294

 

歳出合計 5,531,752 10,294 5,542,046 10,294

Ⅲ－６　後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）　歳入歳出補正予算総括

(歳入）

(歳出）

国県支出金 地方債 その他

01 総務費                                                      41,754 3,649 45,403 3,649

 

歳出合計 949,064 3,649 952,713 3,649

（単位:千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

09 繰入金 877,117 10,294 887,411

歳入合計 5,531,752 10,294 5,542,046

（単位:千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

（単位:千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

03 繰入金 316,902 3,649 320,551

歳入合計 949,064 3,649 952,713

（単位:千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

款 補正前の額 補 正 額 計
一般財源

款 補正前の額 補 正 額 計
一般財源
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Ⅳ　事業概要

■　一般会計

(単位：千円）

担 当 課 補 正 額

職員課ほか 76,683

福祉課 279,000

こども課 22,000

■　特別会計

(単位：千円）

担 当 課 補 正 額

建築住宅課 764

国民健康
保険課

3,622

東郷診療所 1,925

高齢者
あんしん課

10,294

国民健康
保険課

3,649

事　業　名 事　業　概　要

職員人件費等
　令和6年人事院勧告及び職員給与等の決算見込みに伴う人
件費について、各予算科目において補正を行う。

[重点経済対策]
物価高騰対応重点支援給付金
支給事業（低所得者支援追加
分）

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けてい
る低所得世帯及び家計急変世帯の負担の軽減を図るため、
国の事業により、給付金を支給する。

　○物価高騰対応重点支援給付金
　　・対象世帯（見込み） 　　約9,000世帯
　　・支給額（1世帯あたり）　3万円

[重点経済対策]
物価高騰対応重点支援給付金
支給事業（こども加算分）

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けてい
る低所得の子育て世帯等の負担の軽減を図るため、国の事
業により、給付金を支給する。

　○物価高騰対応重点支援給付金
　　・対象児童数（見込み） 　約1,100人
　　・支給額（1人あたり）　　2万円

会　計　名 事　業　概　要

公営住宅事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険東郷診療所特別
会計

介護保険事業特別会計（保険
事業勘定）

後期高齢者医療事業特別会計

　令和6年人事院勧告及び職員給与等の決算見込みに伴う人
件費について、各予算科目において補正を行う。
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